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 2022 年 11 月 18 日 

株式会社 GENOVA 

代表取締役社長 平瀬 智樹 

 問合せ先：03-5766-1820 

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。 

 

Ⅰ．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方 

当社はよりよいサービスの提供のため、利用者（患者）、医療機関、株主、取引先、当社従業員・地域

社会など全ての当社にかかわる多様なステークホルダーとの協働が不可欠と考えており、このような多

様なステークホルダーからのより一層の信頼してもらうことを第一義として捉えております。そのため

にはコンプライアンスの遵守、コーポレート・ガバナンス体制および内部管理体制のさらなる強化など

を行うことが重要な経営課題と考えております。そして、当社企業理念（「ヒトと医療をつないで健康

な社会を創る」）の具現化を行うことで持続的な事業成長を行っていくことが当社の社会的責任と考え

ております。 

 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】 

当社は、コーポレートガバナンス・コードの「基本原則」を全て実施しております。 

 

２．資本構成 

外国人株式保有比率 10％未満 

  

【大株主の状況】 

氏名又は名称 所有株式数(株) 割合(％) 

平瀬智樹  8,248,400 50.98 

従業員持株会  2,179,600 13.47 

株式会社平瀬商店 1,333,200 8.24 

ドコモ・イノベーションファンド投資事業組合  800,000 4.94 

タイムズイノベーションキャピタル合同会社  640,000 3.96 

青山圭秀 400,000 2.47 

石田克史 400,000 2.47 

提橋由幾 352,000 2.18 

株式会社クレディセゾン 340,000 2.10 

株式会社 LEOC 240,000 1.48 
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支配株主（親会社を除く）名 平瀬 智樹 

 

親会社名 － 

親会社の上場取引所 － 

 

補足説明 

株式会社平瀬商店は、当社代表取締役社長平瀬智樹の資産管理を目的とする会社であり、平瀬智樹及び

二親等内の親族により議決権の全てを所有しております。平瀬智樹は、株式会社平瀬商店との保有株式

数を含めると、当社の過半数を超える議決権を保有することとなるため、支配株主として記載しており

ます。また、大株主の状況は、上場に際して行った公募・売出しの状況を把握可能な範囲で反映したも

のとなっており、当該公募・売出しによって株式を取得した株主の状況は反映しておりません。 

 

３．企業属性 

上場予定市場区分 グロース市場 

決算期 ３月 

業種 サービス業 

直前事業年度末における(連結)従業員数 100 人以上 500 人未満 

直前事業年度における(連結)売上高 100 億円未満 

直前事業年度末における連結子会社数 10 社未満 

 

４．支配株主との取引を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

当社は、支配株主との取引を原則行わない方針ですが、取引が発生する場合は、少数株主の利益を損な

うことのないよう、取引理由及びその必要性、取引条件及びその決定方法の妥当性等について、取締役

会において十分審議したうえで意思決定を行う方針です。 

 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

該当事項はありません。 
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Ⅱ．経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

組織形態 監査役会設置会社 

 

【取締役関係】  

定款上の取締役の員数 ３名／上限の定めはない 

定款上の取締役の任期 １年 

取締役会の議長 社長 

取締役の人数 ８名 

社外取締役の選任状況 選任している 

社外取締役の人数 ４名 

社外取締役のうち独立役員に指定されている人数 ４名 

  

会社との関係(１) 

氏名 属性 会社との関係(※１) 

a b c d e f g h i j k 

提橋 由幾 他の会社の出身者        △    

福井 元明 他の会社の出身者            

鈴木 孝昭 弁護士            

三輪 綾子 その他            

 ※１ 会社との関係についての選択項目 

 a.上場会社又はその子会社の業務執行者 

 b.上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役 

 c.上場会社の兄弟会社の業務執行者 

 d.上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者 

 e.上場会社の主要な取引先又はその業務執行者 

 f.上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専

門家 

 g.上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者） 

 h.上場会社の取引先（d、e 及び f のいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ） 

 i.社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ） 

 j.上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ） 

 k.その他 
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会社との関係(２) 

氏名 独立 

役員 

適合項目に関する補足説明 選任の理由 

提橋 由幾 ○ 提橋由幾が代表理事を務める一

般社団法人予防医療普及協会と

医療に関する記事制作等の取引

があり、また、同氏が代表取締役

に就任している時期に株式会社

メディシスとアドバイザリー業

務として業務委託契約を締結し

ておりました。ただし、一般取引

先と同様の条件で特記すべき取

引関係にはなく、この取引関係

は、同氏の社外取締役としての独

立性に影響を及ぼすものではな

く、現在は取引及び業務委託契約

は終了しております。同氏は、当

社の株式 352,000 株、新株予約権

（新株予約権の目的となる株式

数 60,000 株）を保有しておりま

す。上記以外に、当社と同氏との

間には人的関係、資本的関係、取

引関係、その他の利害関係はあり

ません。また一般株主と利益相反

が生じるおそれのない役員であ

り、独立役員の要件に合致する社

外役員であることから選任しま

した。 

医療機関の開業や経営支

援、医薬品添付文書のデー

タベース事業を展開する

など医療従事者との人脈

や医療業界への見識が広

く、医療業界の見地からも

当社の持続的な企業価値

の向上に向けて、社外取締

役としての職務を適切に

遂行していただけるもの

と判断しております。また

一般株主と利益相反が生

じるおそれのない役員で

あり、独立役員の要件に合

致する社外役員であるこ

とから選任しました。 

福井 元明 ○ 株式会社 IFA.com 及び株式会社

Wells Partners の代表取締役に

就任しております。同社の事業は

資産運用コンサルティングを主

とする事業を行っておりますが、

当社との間に主要な取引関係は

ありません。また、同氏は、当社

銀行での業務経験を活か

し、資金調達、M&A、IPO

支援等の金融に関連する

各種コンサルティング業

務を独立系ファイナンシ

ャル・アドバイザーとして

経営し、資産運用コンサル
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の株式 20,000 株、新株予約権（新

株予約権の目的となる株式数

60,000 株）を保有しております。

上記以外に、当社と同氏との間に

は人的関係、資本的関係、取引関

係、その他の利害関係はありませ

ん。また一般株主と利益相反が生

じるおそれのない役員であり、独

立役員の要件に合致する社外役

員であることから選任しました。 

ティングとして多くの会

社の経営アドバイスを実

施しており、会社経営の見

地から当社の持続的な企

業価値の向上に向けて、社

外取締役としての職務を

適切に遂行していただけ

るものと判断しておりま

す。また一般株主と利益相

反が生じるおそれのない

役員であり、独立役員の要

件に合致する社外役員で

あることから選任しまし

た。 

鈴木 孝昭 ○ 当社の株式 10,400 株を保有して

おります。上記以外に、当社と同

氏との間には人的関係、資本的関

係、取引関係、その他の利害関係

はありません。また一般株主と利

益相反が生じるおそれのない役

員であり、独立役員の要件に合致

する社外役員であることから選

任しました。 

弁護士及び医師として専

門的な知識と経験を有し

ており、当社の属する医療

業界への見識が広く、また

法律の専門家として当社

の属する各種法令・規則に

ついての知識を多く有し

ていることから法的見地

からのガバナンス強化が

期待され、当社の持続的な

企業価値の向上のため、社

外取締役としての職務を

適切に遂行していただけ

るものと判断しておりま

す。また一般株主と利益相

反が生じるおそれのない

役員であり、独立役員の要

件に合致する社外役員で

あることから選任しまし

た。 

三輪 綾子 ○ 当社の株式 17,600 株を保有して

おります。上記以外に、当社と同

医師として専門的な知識

と経験を有しており、当社



コーポレートガバナンス 
CORPORATE GOVERNANCE 

 

6 

氏との間には人的関係、資本的関

係、取引関係、その他の利害関係

はありません。また一般株主と利

益相反が生じるおそれのない役

員であり、独立役員の要件に合致

する社外役員であることから選

任しました。 

の属する医療業界への見

識が広く、また医師として

蓄積された経験や知識か

ら、社内にこれまで以上に

多様な価値観を取り込む

ことが期待され、当社の持

続的な企業価値の向上の

ため、社外取締役としての

職務を適切に遂行してい

ただけるものと判断して

おります。また一般株主と

利益相反が生じるおそれ

のない役員であり、独立役

員の要件に合致する社外

役員であることから選任

しました。 

 

【任意の委員会】  

指名委員会又は報酬委員会に相当する任意の委

員会の有無 

あり 

 

任意の委員会の設置状況、委員構成及び委員長（議長）の属性 

指名委員会に相当する任意の委員会 

委員会の名称 指名委員会 

全委員 

(名) 

常勤委員 

(名) 

社内取締役 

(名) 

社外取締役 

(名) 

社内有識者 

(名) 

その他 

(名) 

委員長 

(議長) 

５ ０ ２ ３ ０ ０ 社内取締役 

 

報酬委員会に相当する任意の委員会 

委員会の名称 報酬委員会 

全委員 

(名) 

常勤委員 

(名) 

社内取締役 

(名) 

社外取締役 

(名) 

社内有識者 

(名) 

その他 

(名) 

委員長 

(議長) 

５ ０ ２ ３ ０ ０ 社内取締役 

 

補足説明 

代表取締役 1 名、社内取締役 1 名、社外取締役 3 名の計５名で構成され、任意の諮問機関として、指
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名委員会、報酬委員会を設け、役員の指名・報酬等の特に重要な事項について公平性・透明性・客観性

を高めることとしています。また、同委員会の議長は社内取締役を選定しております。 

 

【監査役関係】  

監査役会設置の有無 設置している 

定款上の監査役の員数 ３名以上 

監査役の人数 ４名 

 

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

監査役は、内部監査室とは、常勤監査役が適時情報を共有し監査役会において内部監査の状況を共有し

ております。会計監査人とは定期的に情報を共有する場を持ち、各監査の状況を相互に共有して連携を

図っております。 

 

社外監査役の選任状況 選任している 

社外監査役の人数 ４名 

社外監査役のうち独立役員に指定されている人

数 

３名 

  

会社との関係(１) 

氏名 属性 会社との関係(※１) 

a b c d e f g h i j k l m 

後藤 保夫 他の会社の出身者              

佐々木 強 他の会社の出身者              

古原 暁 弁護士              

毛利 篤雄 公認会計士・税理士              

 ※１ 会社との関係についての選択項目 

 a.上場会社又はその子会社の業務執行者 

 b.上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与 

 c.上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役 

 d.上場会社の親会社の監査役 

 e.上場会社の兄弟会社の業務執行者 

 f.上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者 

 g.上場会社の主要な取引先又はその業務執行者 

 h.上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律

専門家 

 i.上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者） 
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 j.上場会社の取引先（f、g 及び h のいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ） 

 k.社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ） 

 l.上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ） 

 m.その他 

 

会社との関係(２) 

氏名 独立 

役員 

適合項目に関する補足説明 
選任の理由 

後藤 保夫 ― 当社の株式を 16,000 株所有して

おります。上記以外に、当社と同

氏との間には人的関係、資本的関

係、取引関係、その他の利害関係

はありません。また一般株主と利

益相反が生じるおそれのない役

員でありますが、長期に渡り監査

役に就任いただいていることか

ら独立役員の要件に合致する社

外役員であるものの、独立役員に

選任はいたしません。 

企業経営に携わり培った

豊富な経験と高い見識を

もって当社の監査を担っ

ております。また一般株主

と利益相反が生じるおそ

れのない役員であります。 

佐々木 強 ○ 当社と同氏との間には人的関係、

資本的関係、取引関係、その他の

利害関係はありません。また一般

株主と利益相反が生じるおそれ

のない役員であり、独立役員の要

件に合致する社外役員であるこ

とから選任しました。 

企業経営に携わり培った

豊富な経験と高い見識を

もって当社の監査を担っ

ております。また一般株主

と利益相反が生じるおそ

れのない役員であり、独立

役員の要件に合致する社

外役員であることから選

任しました。 

古原 暁 ○ 当社と同氏との間には人的関係、

資本的関係、取引関係、その他の

利害関係はありません。また一般

株主と利益相反が生じるおそれ

のない役員であり、独立役員の要

件に合致する社外役員であるこ

とから選任しました。 

弁護士資格を有し、様々な

分野での専門的な法律知

識を有しており、その専門

性をもって当社の監査を

担っております。また一般

株主と利益相反が生じる

おそれのない役員であり、

独立役員の要件に合致す
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る社外役員であることか

ら選任しました。 

毛利 篤雄 ○ 当社と同氏との間には人的関係、

資本的関係、取引関係、その他の

利害関係はありません。また一般

株主と利益相反が生じるおそれ

のない役員であり、独立役員の要

件に合致する社外役員であるこ

とから選任しました。 

公認会計士・税理士の資格

を有し、会計・税務面につ

いて豊富な知識・経験を有

していることから、その専

門性をもって当社の監査

を担っております。また一

般株主と利益相反が生じ

るおそれのない役員であ

り、独立役員の要件に合致

する社外役員であること

から選任しました。 

 

【独立役員関係】 

独立役員の人数 ７名 

その他独立役員に関する事項 

当社は、後藤監査役を除く独立役員の資格を充たす社外役員のすべてを独立役員に指定しております。 

 

 

【インセンティブ関係】 

取締役へのインセンティブ付与に関する施策の

実施状況 

ストックオプション制度の導入 

該当項目に関する補足説明 

当社の企業価値の向上に対する意欲・士気を高めることを目的として、ストックオプション制度を導入

しております。 

 

ストックオプションの付与対象者 社内取締役,社外取締役,社外監査役,従業員,子会社

の取締役,子会社の従業員、その他 

該当項目に関する補足説明 

当社は中長期的な業績や株主価値と連動する投資制度としてのインセンティブプランを導入し、企業価

値の向上に対して取締役や従業員の意欲や士気を高めることを目的としております。 

 

【取締役報酬関係】 

開示状況 個別報酬の開示はしていない 

該当項目に関する補足説明 
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報酬等の総額が 1 億円以上の者は存在しないため、個別報酬の開示はしておりません。 

 

報酬額又はその算定方法の決定方針の有無 なし 

報酬額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

該当事項はありません。 

 

 

【社外取締役(社外監査役)のサポート体制】 

社外取締役をサポートするための専任の担当者は配置しておりませんが、取締役会の事務局たる総務労

務部により、取締役会及び監査等委員会資料を事前に送付し、社外取締役が内容を検討する時間を確保

するとともに、必要に応じて個別議案の内容等につき事前説明、補足説明を実施しております。 

 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項(現状のコーポレート・ガバナンス体制の

概要) 

（A）取締役会 

取締役会は、取締役８名（うち社外取締役４名）で構成され、取締役会規則に基づき、毎月１回開催し

ており、会社の経営の重要な意思決定を行うとともに、取締役の職務執行を監督しております。 

  

（B）監査役会及び監査役 

監査役会は常勤監査役２名、非常勤監査役２名（うち社外監査役４名）からなり、監査役会で決議され

た監査計画に基づき、監査を行っております。また、監査役は取締役会及び経営会議等の重要な会議へ

出席するほか、取締役に業務の報告を求めるとともに、主要な子会社、事業所及び営業所を往査のうえ

業務及び財産等の状況の調査を行うことにより、取締役の職務執行を監査しております。さらに、内部

監査室とは、常勤監査役が適時情報を共有し監査役会において内部監査の状況を共有しております。会

計監査人とは定期的に情報を共有する場を持ち、各監査の状況を相互に共有して連携を図っておりま

す。 

  

（C）経営会議 

 経営会議は、当社代表取締役社長平瀬智樹、取締役（社外取締役を除く。）、また必要に応じて代表取

締役社長が指名する者で構成されており、原則月２回以上、定期的に開催しております。経営会議では、

当社グループの組織、運営、その他の経営に関する重要な事項の審議を行い、取締役会への付議議案に

ついての意思決定プロセスの明確化及び透明性の確保を図っております。 

  

（D）内部監査 

内部監査は、代表取締役直轄の内部監査室（内部監査室長１名）が実施しております。内部監査室は、

年間内部監査計画に基づき、当社グループの各子会社、事業所及び営業所を往査の上、業務遂行状況等
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を監査しており、当該監査の結果については代表取締役社長に報告し、必要に応じて改善指示、フォロ

ーアップ監査を実施しております。監査役会には定期的に情報を共有しております。また、会計監査人

とは定期的に情報を共有する場を持ち、各監査の状況を相互に共有して連携を図っております。 

  

（E）会計監査人 

当社の会計監査人は、太陽有限責任監査法人であり、関係法令に則り会計監査を行っております。 

  

（F）指名・報酬委員会 

 当社は、取締役の指名、報酬等に係る評価、決定プロセスの透明性及び客観性を担保することで、取

締役会の機能の独立性、客観性と説明責任を強化し、当社のコーポレート・ガバナンス体制のより一層

の充実を図ることを目的とし、取締役会の諮問機関として、任意の指名・報酬委員会（社外取締役３名、

社内取締役２名）を設置しており、取締役の指名、報酬体系等に関する原案等についての諮問に対する

答申を行っており、客観的な立場から意見徴集を行った上、取締役会にて決定いたします。 

  

（G）リスク管理委員会 

当社ではリスク管理規程に基づき、管理担当取締役を委員長とするリスク管理委員会がリスク管理を統

括しております。リスク管理委員会は、当社グループにおけるリスクの分析及び評価を行うとともに、

認識したリスクに対する監視を継続し、活動の状況について定期的に取締役会に報告を行っておりま

す。経営に重大な影響を及ぼす可能性のあるリスクが発生した場合には、リスク管理委員会にて対応策

を検討し、取締役会に提言を行うこととしており、緊急時には、リスク管理委員会にて速やかな情報伝

達と指揮命令を行う体制を整備しております。 

  

（H）コンプライアンス委員会 

経営におけるコンプライアンス関連の事項に総合的に対処・対応するためにコンプライアンス委員会を

設けております。委員長には代表取締役社長が就き、常勤役員、各部門長、その他委員長が指名した者

を委員として組織されております。コンプライアンス委員会は原則として半期に１回開催されるほか、

必要に応じて機動的に臨時で開催され、コンプライアンスに関する問題を未然に防ぐための予防策の検

討、それに伴う業務ルールの見直しや研修計画、リスクマネジメントに関して協議を行っております。 

 

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 

当社は、監査役会設置会社であり、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方に基づき、取締

役会における経営上の意思決定の合理性・迅速性を確保しつつも、内部監査室及び監査役会による十分

な牽制体制を構築し、企業経営の健全性・透明性を確保することを目的として、上記の企業統治体制を

採用しております。 

なお、当社は社外取締役及び社外監査役を選任し、その経験・知識等を活用し、独立・公正な立場から

取締役の職務執行への監視機能を受けることにより、経営への監視機能を強化しております。 
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Ⅲ．株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み 

 補足説明 

株主総会招集通知

の早期発送 

株主総会の招集通知につきましては、株主の方々の十分な議案の検討時間が確保

できるように、法定発送期日前に発送するよう努めてまいります。 

集中日を回避した

株主総会の設定 

より多くの株主の皆様にご出席いただけるよう、他社の集中日を回避するよう留

意いたします。 

電磁的方法による

議決権の行使 

個人投資家および機関投資家の利便性向上を図るため、インターネットによる議

決権行使を可能にできるよう検討いたします。 

議決権電子行使プ

ラットフォームへ

の参加その他機関

投資家の議決権行

使環境向上に向け

た取組み 

機関投資家の皆さまの利便性向上を図るため、機関投資家向け議決権電子行使プ

ラットフォームへの参加を検討いたします。 

招集通知(要約)の英

文での提供 

今後の課題として検討してまいります。 

その他 － 

実施していない － 

 

２．IR に関する活動状況 

 
補足説明 

代表者自身による

説明の有無 

ディスクロージャ

ー ポ リ シ ー の 作

成・公表 

当社のホームページ上の IR 専用サイトにおいてディスクロ

ージャーポリシーを掲載する予定であります。 

 

個人投資家向けに

定期的説明会を開

催 

個人投資家に対して会社説明会（決算説明会を兼ねる）を開

催するほか、金融機関等が主催する IR セミナー等への参加

を予定しております。 

あり 

アナリスト・機関投

資家向けに定期的

説明会を実施 

定期的にアナリスト及び機関投資家向け説明会の実施する

ことを検討してまいります。 

あり 

海外投資家向けに

定期的説明会を開

催 

今後検討してまいります。 なし 
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IR 資料をホームペ

ージ掲載 

決算情報、その他適時開示資料等を当社ホームページ上の

IR 専用サイトに掲載する予定であります。 

 

IR に関する部署(担

当者)の設置 

経営企画室 
 

その他 －  

実施していない －  

 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

 補足説明 

社内規程等により

ステークホルダー

の立場の尊重につ

いて規定 

当社は、リスク管理規程、コンプライアンス管理規程においてコンプライアンス

体制を定め、役職員に法令遵守をはじめ、社会的な責任を果たすことを周知徹底

しております。また、経営の健全性及び透明性の向上を目的として、迅速かつ公

平な情報開示を開示運用マニュアルに定め、ステークホルダーの信頼と期待に応

えるよう企業価値向上に努める方針です。 

環境保全活動、CSR

活動等の実施 

今後検討すべき事項と認識しております。 

ステークホルダー

に対する情報提供

に係る方針等の策

定 

当社は、「開示運用マニュアル」を定めており、すべてのステークホルダーに対

して積極的な情報開示を行う方針であります。 

その他 － 

実施していない － 

 

 

Ⅳ．内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

当社は「ヒトと医療をつないで健康な社会を創る」を企業理念としており、この企業理念のもと、継続

的な成長と企業価値の最大化を図りつつ、コーポレート・ガバナンスの強化に努めていくことが重要な

経営課題と位置付けています。そのうえで、業務の適正を確保するために必要な内部統制システムの確

保・整備 は、必要なプロセスであるため、2021 年２月 26 日の取締役会にて、「内部統制システムの

基本方針」を定める決議を行っており、現在その基本方針に基づき内部統制システムの運用を行ってお

ります。その概要は以下のとおりです。 

1. 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制並びに業務

の適正を確保するために必要な体制 

（１）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること並びに業務の適正を確保す

るため、「コンプライアンス管理規程」を定める。 
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（２）「コンプライアンス管理規程」を、職務を遂行するにあたり遵守すべき行動基準とし、全役

員及び使用人に対し周知徹底を図る。 

（３）「内部通報規程」に基づき社内外に通報窓口を設置し、不祥事の未然防止を図る。 

（４）取締役は、重大きな法令違反、コンプライアンス違反その他重要な事実を発見した場合、

速やかに取締役会に報告する。 

（５）監査役は、「監査役監査基準」に基づき、取締役の職務執行について監査を行う。 

（６）内部監査部門は、社内規則に基づき内部監査を実施し、使用人の職務における法令、定款

及び社内規則の遵守状況並びにその他業務の遂行状況を検証する。 

（７）監査役及び監査役会は、当社の法令、定款及び社内規則等の遵守状況に問題があると認め

られた場合は、改善策を講ずるよう取締役会に要求する。 

（８）取締役及び使用人の法令及び定款違反等の行為については「賞罰委員会規程」を制定し、

適正に処分を行う。 

 

2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

（１）取締役及び使用人の職務施行に係る文書その他重要な情報については、法令、定款及び「文

書管理規程」その他社内規則に基づき作成、保存、管理する。 

（２）保存期間は、文書又は情報の種類、重要性に応じて「文書管理規程」その他社内規則に規

定された期間とする。 

（３）取締役及び監査役は、必要に応じてこれらの文書等を閲覧することができるものとする。 

 

3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

（１）リスク管理の基礎として定める「コンプライアンス管理規程」に基づき、リスクを横断的

に管理するコンプライアンス委員会を設置し、リスクマネジメント活動を推進する。 

（２）経営会議等において定期的に実施される業務執行状況の報告等を通じ、リスクの状況を適

時に把握、管理する。 

（３）内部監査部門は、「内部監査規程」に基づき、管理の状況について監査を行う。 

（４）「リスク管理規程」を制定し、想定されるリスクに応じた有事に備えるとともに、有事が発

生した場合には、当該規程に従い迅速かつ適切に対応する。 

（５）当社商品及びサービスに関するクレーム等の風評被害が発生するおそれがある場合には、

「リスク管理規程」に従い外部専門家と協力して迅速かつ適切な対応をとる。 

 

4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（１）取締役会を原則月１回定期的に開催し、経営状況を共有するとともに、各組織の活動状況

を把握し取締役自らの業務執行の効率化を図る。 

（２）経営会議を原則月２回定期的に開催し、当社の様々な課題を早期に発見・共有するととも

に、各職務の執行が効率的に行われることを補完する。 
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5. 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

（１）子会社の取締役等（会社法施行規則第 100 条第 1 項第 5 号イに定める「取締役等」をい

う。以下同じ）の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制子会社との間で定期的に経

営状況及び財務状況の報告会を開く。  

（２）子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

① 「グループリスク管理規程」を制定し、想定されるリスクに応じた有事に備えるとと

もに、有事が発生した場合には、当該規程に従い迅速かつ適切に対応する。 

② 子会社商品及びサービスに関するクレーム等の風評被害が発生するおそれがある場合

には、子会社からの報告を受け、当社及び子会社が連携して、「リスク管理規程」に従

い外部専門家と協力して迅速かつ適切な対応をとる。 

（３）子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

① 当社は、子会社の機関設計及び業務執行体制につき、子会社の事業、規模、当社グル

ープ内における位置付け等を勘案の上、定期的に見直し、効率的にその業務が執行さ

れる体制が構築されるよう、監督する。 

② 当社は、子会社における意思決定について、子会社の「取締役会規程」、「職務権限規

程」その他の各種規程に基づき、子会社における業務執行者の権限と責任を明らかに

させ、組織的かつ効率的な業務執行が行われるよう、必要に応じて指導を行う。 

（４）子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制 

① 当社グループ行動規範を適用する。 

② 子会社における内部統制システムの整備に関する指導及び支援を行う。 

③ 当社監査役において子会社の監査役と意見交換を行い、連携する。 

 

6. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

監査役が、その職務を補助すべき使用人（以下「補助使用人」という。）を置くことを求めた場合、

必要な員数及び求められる資質について、監査役と協議の上、適任と認められる人員を配置する。 

 

7. 補助使用人の取締役からの独立性に関する事項 

（１）補助使用人は、監査役の指揮命令下で業務を行い、監査役以外からの指揮命令は受けない。 

（２）補助使用人の任命・異動、人事評価及び懲戒等については、監査役の意見を尊重する。 

 

8. 監査役の補助使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

補助使用人は、監査役に専属することとし、他の業務を一切兼務させないことにより、監査役の

補助使用人に対する指示の実効性を確保する。 
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9. 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制 

（１）取締役及び使用人は、法令に違反する事実、会社に著しい損害を与えるおそれのある事実

を発見したときには、監査役に対して、当該事実に関する事項を速やかに報告しなければならな

い。また、監査役から業務執行に関する事項の報告を求められた場合においても速やかに報告を

行わなければならない。 

（２）前項により監査役に対して報告した者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱い

を受けないことを確保するための体制を構築する。 

 

10. 子会社の取締役等、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告

をするための体制 

（１）当社は、子会社との間で予め、子会社の取締役等、監査役及び使用人又はこれらの者から

報告を受けた者が、子会社の取締役会若しくは監査役を介して又は直接に、当社の取締役、監査

役、使用人に報告することができる体制を整備する。 

（２）当社は、前項の体制により当社取締役又は使用人が、子会社の取締役等、監査役及び使用

人又はこれらの者から報告を受けた者から報告を受けたときは、速やかに当社の監査役に報告す

る体制を整備する。 

（３）前各項により報告した者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないこ

とを確保するための体制を構築する。 

 

11. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

（１）監査役は、取締役会、経営会議その他経営に関する重要な会議に出席し、経営において重

要な意思決定及び業務の執行状況を把握するとともに、意見を述べることができる。 

（２）監査役は、代表取締役と定期的に意見交換を行う。 

（３）監査役は、内部監査担当者、会計監査人と定期的に情報交換を行い、連携を図る。 

12. 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続、その他の当該職務の執行につい

て生ずる費用又は債務の処理に関する方針に関する事項 

監査役の職務の執行に協力し監査の実効性を担保するために、監査費用のための予算を確保する。 

 

13. 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方・措置 

（１）暴力を駆使して経済的利益を追求する集団又は個人である反社会的勢力による被害を防止

するため、「反社会的勢力排除宣言」を定める。 

（２）反社会的勢力に対しては、弁護士や警察等の外部機関と連携して組織的な対応を図るもの

とし、平素より情報収集に努め、速やかに対処できる体制を整備する。 
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２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

1. 当社は、健全な会社経営のため、規程及び各マニュアルにて反社会的勢力への対応方法等を定め

ることにより、反社会的勢力に対し、毅然とした態度で対応し、いかなる名目の利益供与も行わ

ず、反社会的勢力との関わりを一切持たないようにする方針であります。 

 

2. 反社会的勢力排除に向けた整備状況 

（１）社内規程の整備状況 

当社は、上記方針のもと、反社会的勢力排除に向けて、「反社会的勢力対応規定」を制定し、

反社会的勢力との一切の接触を禁止しております。 

（２）対応管轄部署及び不当要防止責任者 

当社は、反社会的勢力への対応担当部門を総務労務部と定め、反社会的勢力による不当要求、

組織的暴力及び犯罪行為に関しては、直ちに対応担当部署に報告・相談する体制を整備して

おります。 

（３）反社会的勢力排除の対応方法 

① 新規取引先・株主・役職員について 

原則として、日経テレコンによる調査及びインターネット検索により調査を行い、

必要に応じて外部信用調査機関による調査を行います。また、取引先との間で締

結する「基本契約書」では、取引先が反社会的勢力であることが判明した場合に

は、契約を解除できる旨の暴力団排除条項を盛り込んでおります。 

② 既存取引先にについて 

１年に 1 度、既存顧客に対して、顧客管理担当部署が日経テレコンによる調査に

よる調査を行います。また、取引先との間で締結する「基本契約書」では、取引

先が反社会的勢力であることが判明した場合には、契約を解除できる旨の暴力団

排除条項を盛り込んでおります。 

③ 既存取引先等が反社会的勢力であると判断した場合や疑いが生じた場合 

速やかに取引関係等を解消する方針としています。 

 

3. 外部機関等との連携状況 

担当部署では、自ら得た又は報告を受けた情報について、速やかに、警察当局、外部専門家又は

顧問弁護士と連携する体制としています。 

 

4. 研修活動の実施状況 

当社は役員及び全社員に対してコンプライアンス研修を実施し、反社会的勢力に向けた体制整備

を図っていくための整備・運用を進めております。 
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Ⅴ．その他 

１．買収防衛策導入の有無 

買収防衛策導入 なし 

該当項目に関する補足説明 

― 

 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

当社のコーポレート・ガバナンス体制及び適時開示手続きに関するフローの模式図を参考資料として添

付いたします。 

 

【模式図(参考資料)】 
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【適時開示体制の概要（模式図）】 
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